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１．序章 

 

（１）研究の背景 

 災害は気象などの自然現象の変化、人為的な原因など

によって、人命や社会生活に対する被害を生じる現象の

ことである。 
日常生活に最も身近であり、尚且つ他の災害と比較する

と頻繁に起こりうるのが火災である。平成16年中全国

における出火件数は 60,387 件であり、１日に約 165 件、

9分に1件の火災が発生していることになる。 
人為的行為が大きく影響している火災は都市防災を考え

るうえで重要であると考えられる。
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図－１ 主な出火原因 

放火やタバコの不始末などの人為的過失によるものが火

災原因の多くをしめている。 
火災はその拡大規模と質的な違いによって、ぼやから市

街地を焼き尽くす大火災までさまざまな段階に分けられ、

その段階よって火災拡大を左右する環境条件が異なるこ

とにより、対応すべき防火対策も当然異なったものとな

る。建物の構造が火災に対し弱いものであるならば、そ

れに対応した策がとられるべきである。そして住宅地の

安全化はかるためには空間そのものの安全性確保ととも

に居住者の協力体制の確立が必要となるといえる。 
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1995 年 1 月の「阪神・淡路大震災」は、大地震に備え

て普段から防災都市づくりを進めていくこと、とりわけ

木造密集市街地の改善を進めていく重要性をあらためて

示した。被害を出さない・最小限に止める市街地を実現

していくことが重要である。 
防災コミュニティの形成は、居住者の日常的交流がその

基礎となる。日常的コミュニティを規定するものとして、

空間構成要素としての「住棟配置」、「住棟形式」、

「施設配置」、「アクセス」や居住者条件としての「居

住年数」、「家族型」など数々の要因がある事は従来か

ら指摘されている。 
室崎ら 2）は「居住者の連帯性、認知性、定着性といっ

たコミュニティ基盤と、防災意識基盤の間では強い相関

がみられる。これは、居住者が地区への帰属意識を持ち、

居住者間に日常的な相互交流が存在していれば生活情報

の１つとして防災に関する情報が伝わる可能性も高いこ

とを示唆するものといえる。」と述べている。 
防災に対するコミュニティが確立されていれば、火災に

対する意識は必然的に高く、自己の起こす火災発生件数

は減少するはずである。 
火災の定義･･･人の意図に反して発生し若しくは拡大し、

又は放火により発生して消火の必要がある燃焼現象であ

って、これを消火するために消火施設又はこれと同程度

の効果のあるものの利用を必要とするもの又は人の意図

に反して発生し、若しくは拡大した爆発現象をいう。 
 

（２）研究の目的 

 火災を及ぼす要因は多種にわたるが、本研究では町の

構造や用途などが火災発生件数に影響を与えているので

はないかと考える。構造、用途の特徴で分類を行い、火

災発生件数との関係を見出す。 
要因に対し考察を行うことにより、今後の火災発生件数

を抑制することで地域の安全向上を図る一助となること

を目的とする。 
 

２．研究の概要 

 

以下の図１に示す。 
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図－２ 本研究のフロー 

 

３．対象地について 

 

（１）対象地の選定 

東京都墨田区を対象地区とした。 
街区構成により北部、南部に大別でき、北部は現在でも

多く木造老朽住宅が密集しており、南部は耐火構造物が

立ち並んでいる。地区の特徴を容易に把握可能であるか

らである。 
墨田区は震災・戦災に被害が大きかった南部地域と、被

害が少なく現在でも区画は未整備のままである北部地域

から成る。南部の本所地域は震災・戦災による度重なる

被害で江戸期農村地帯であったところに明治中期より小

さな工場が多くでき、下町の町工場地帯となった。 
復興とともに昔の姿は次第に遠のいていき、近年ではビ

ルが建ち並び、団地やマンションが林立している。総武

線の乗り入れなどにより更に発展を遂げる。 
戦災の被害が少なかった北部の向島地域には一軒家や棟

割長屋が建てられ、急速に街並みは変化していった。戦

後の高度経済成長期をかけ、工場と木造賃貸長屋住宅の

密集する地域となった。 
昭和 40 年頃に人口のピークをむかえ、それ以降交通事

情などにより工場の移転が増えたことや、住宅環境の悪

化、核家族化などにより減少傾向にある。 
関東大震災・鉄道の広がり・戦災・復興・高度経済成長

期により、特色ある地域が生まれ、個性的な景観やコミ

ュニティを生み出している。 

 （２）火災状況 
a）墨田区の現状 

墨田区は向島消防署と本所消防署の二つの消防署で全町

丁目数１０４を管轄している。 
 
 
 

 

 

図－３ 消防署管轄 

表－１ 平成１６年度 火災発生件数 
管轄 向島消防署 本所消防署 墨田区全域

火災発生件数 57 72 129

管轄町丁目数 35 69 104

管轄世帯数 53996 58617 12411

町丁目平均火災発生件数 1.63 1.04 1.24

面積（ｋｍ２） 6201 6210 12411

１ｋｍ２当たりの火災発生件数（件/ｋｍ２） 0.00919 0.01159 0.01039

１世帯当たりの火災発生件数（件/世帯） 0.00106 0.00123 0.00115  
管轄面積に差はほとんど見られないが、１世帯当たりの

火災発生件数と１km2当たりの火災発生件数には差が見

られる。 

 
４. 分析 

 
以降、平成 13 年度墨田区土地利用現況・同年火災発生

件数のデータを用いた。 
（１）用途面積による分析 

用途別建築面積（公共用地、商業用地、住宅用地、工業

用地）による分析を行う。 
a） 主成分分析 

表－２ 固有値・寄与率・累積寄与率 

固有値 寄与率 累積寄与率
1 1.442 0.361 0.361
2 1.199 0.3 0.66
3 0.873 0.218 0.879
4 0.485 0.121 1  

今回累積寄与率 60%以上である、成分 2 までを抽出す

ることとする。 
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図－４ カテゴリースコア主成分１
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図－５ カテゴリースコア主成分2 
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以上の図４及び図５のカテゴリスコアグラフよりそれぞ

れの成分の解釈を行う。 
成分1：火を扱う機会が少ない―多い。 
成分2：人が流動的―固定的 
 ｂ）  クラスター分析 
主成分分析によって得られた主成分得点を用いてクラス

ター分析を行い町丁目の分類を行う。 
クラスター分析結果 
相関係数、重相関係数は共に0.863 
今回のクラスター分析結果は信頼できる分析結果である

と判断する。 
クラスターの定義 

1：火を扱う機会が少なく、人の流れは平均的 

2：火を扱う機会は平均的、人の流れはやや固定的 

3：火を扱う機会は少なく、人の流れは流動的 

4：火を扱う機会が多く、人の流れはやや流動的 

5：火を扱う機会が多く、人の流れは固定的 
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図－６ 各クラスターと火災発生件数 

クラスター1：→火災発生件数は少ない。 
クラスター2：→火災発生件数は少ない。 
クラスター3：→火災発生件数は高い。 
クラスター4：→火災発生件数は高い。 
クラスター5：→火災発生件数は高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－７ 火災発生件数と用途別クラスター 
 

（２）構造面積率による分析 
構造別面積割合（耐火造、準耐火造、防火造、木造）に

よる分析を行う。 
各構造面積率でクラスター分析を行った。 
 クラスター分析結果 
相関係数、重相関係数はともに0.774 
今回のクラスター分析結果は信頼できる分析結果である

と判断する。 

クラスターの定義 
クラスター1：標準的な地域。 
クラスター2：非常に燃えにくい地域。 
クラスター3：燃えやすい地域。 
クラスター4：燃えにくい地域。 
クラスター5：非常に燃えやすい地域。 
クラスター分析結果と火災発生件数の関係を以下に図示

する。 
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図－８ クラスターと火災発生件数 

クラスター１：→火災発生件数は少ない。 
クラスター2：→火災発生件数は高い。 
クラスター3：→火災発生件数は非常に高い。 
クラスター4：→火災発生件数は墨田区の平均と同程度。 
クラスター5：→火災発生件数は高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－９ 火災発生件数と構造別クラスター 
 
（３）木造面積率と高齢者率との関係 

墨田区内における木造（防火造及び木造）面積率と高齢

者率との関係を以下に示す。 
両間には相関がみられ、高齢者は木造住宅に多く居住し

ている傾向があるといえる。 
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図－１０ 木造面積率と高齢者率の関係 
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５． 総括 
 
（１）分析結果より 

本研究において得られた知見について述べる。 
・火を扱う機会が多い地区の火災件数が高い。 
・比較的燃えやすい地域における火災件数が高い。 
以上より、住宅が密集し、構造的に燃えやすい地域にお

ける火災は多いと考えられる。 
木造密集市街地は地震時等の大規模災害において脆

弱なのは述べるまでのなく、日常における火災に対して

も問題であることがわかった。街路が狭隘で見通しが聞

かない地区であるため、火災発見の遅れにともなう消火

活動の遅れ。また、高齢者率が高いため初期消火が遅れ

ると考えられる。耐火構造物の多い地域では火災に至ら

ような小火であっても、構造的に燃えやすいために火災

へと発展していると考えられる。 
 

a）密集市街地が抱える問題点 

・個別建て替えが困難な建物が多い。 
1970 代頃以前の建物が多く、建て替え時期が着ており、

建て替えられない建物は問題を抱えている。 
無接道や敷地狭小のため建て替えが困難（狭隘道路の存

在は、住宅更新を妨げる直接かつ基本的な要因であり、

その状況は密集市街地の住環境水準を示す代表的指標と

なっている。） 
・さらなる土地の細分化が進行している 
地権者の一部売却、遺産相続などにより土地の細分化が

行われている。 
・地価が高く事業による増進が見込めない 
公共減歩、保留地域歩がとれず、増進が共同化、立体化

が困難 
・法的要因 
建築基準法の規定に含まれている矛盾である。建替え時

の後退によって道路幅員を確保する規定自身が建て替え

を制約し、建て替えが実現しないので道路拡幅も行われ

ないという矛盾。 
敷地規模が小さいとき、道路拡幅の用地を割くことによ

って従来の住宅規模を確保できず、居住条件を改善する

動機を失って建て替えは実現しない。 
 
ｂ）近年の傾向 

近年墨田区において新規集合住宅建設により、地域内の

新たな人間が入居し、地域町会に参加する人員は減少の

傾向がある。町会等の地縁団体への参加もまた、居住者

相互の情報交換の場となり得、ひいては防災意識の向上

へとつながるため、非木造地域においても地縁によるコ

ミュニティの形成は重要であるといえる。 
 

（２）まとめ 

墨田区は住工商混在といった地域特性の中で、耐火構造

の建物が増加しているものの、なお木造家屋の密集地域

も多く、災害発生時における市街地大火の危険性が危惧

されている。さらに近年、都市環境の変化に伴い災害発

生の要因形態が複雑多様化しており、都市の災害に対す

る脆弱化も指摘されている。 

 
墨田区の老朽住宅密集地区におけて適用されている、老

朽住宅の除去、建て替え及び地区施設の整備等を総合的

に進める「住宅市街地総合整備事業」及び「東京都木造

密集市街地整備促進事業」を円滑にすすめ、生活道路、

不燃化建物への建て替えを促進する必要があるといえる。 
・個人の火災に対する認識の向上。 
・地域コミュニティによる火災に対する意識の向上。 
・高齢者の火災に対する意識及び消火活動の向上。 
・コミュニティを壊さないまちづくり。 
→新規集合住宅の入居者の地縁団体への有効な参加

のあり方 
以上が重要であると考えられる。 
 本研究において扱った火災発生件数は平成１３年度一

年間のみのデータであり、０件のデータの割合が高かっ

たため、地域における長期的な特徴を見ることができな

かった。また火災原因のデータを入手することができず、

原因からの視点で分析をすることができなかった。 
 同様に火災発生を抑制するであると予想される、地域

活動のデータも入手することができなかったことが課題

として挙げられる。 
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